様式第１号（第７条関係）

（第一面）
年　　月　　日
廿日市市長　様

申請者　住　　所

名　　前　　　　　　　　　　　㊞

電話番号
　　廿日市市広域緊急輸送道路沿道建築物耐震化事業補助金交付申請書

廿日市市広域緊急輸送道路沿道建築物耐震化事業について、補助金の交付を受けたいので、廿日市市広域緊急輸送道路沿道建築物耐震化事業補助金交付要綱（以下「要綱」という。）第７条第１項の規定により、関係書類を添えて次のとおり申請します。

補助対象事業の実施においては、廿日市市補助金等交付規則（平成５年規則第１０号）及び要綱を順守することを誓います。
１　補助対象事業の種別

　　□耐震改修　　□建替え　　□除却

２　交付申請額　　　金　　　　　　　　　 　　　　　円
３　交付申請額の算出方法等
	
	全体計画
	年度別計画

	
	
	　　　　年度
	　　　　年度
	　　　　年度

	Ａ
	補助対象事業に要する費用
	円
	円
	円
	円

	Ｂ
	Ａの上限額
	円
	円
	円
	円

	Ｃ
	Ａ又はＢの小さい方に11/15を乗じた額
	円
	円
	円
	円

	Ｄ
	交付申請額
	円
	円
	円
	円


４　申請年度における事業の予定期間

　　　　年　　月　　日～　　　　年　　月　　日

※１　３の表のＡ「補助対象事業に要する費用」は、補助対象事業の実施に要する費用で事業の施工者に支払う予定の額を記入してください。

※２　３の表のＢ「Ａの上限額」は、補助対象建築物の延べ面積に、地域防災拠点建築物整備緊急促進事業補助金交付要綱第３第１項第三号第イ号に掲げる額を乗じた額を「全体計画」の欄に、これを年度ごとに分けたものを「年度別計画」の欄に記入してください。

※３　３の表のＤ「交付申請額」は、Ｃの額の千円未満を切り捨てたものを「全体計画」の欄に、これを年度ごとに分けたものを「年度別計画」の欄に記入してください。

※４　補助額に消費税仕入控除税額がある場合は、これを減額して申請してください。

※５　この申請書は補助を受ける年度ごとに提出してください。

（第二面・耐震改修）
５　補助対象建築物の概要

	建築物名称
	

	所在地（地名地番）
	

	建築物用途
※耐震改修促進法上の用途を記入
	

	構造・規模
	構造
	

	
	階数
	地上　　　階　　　地下　　　階

	
	延べ面積
	　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　㎡

	確認年月日
及び確認番号
	　　年　　月　　日　　　第　　　　　　号

	検査済証交付年月日
及び検査済証番号
	　　年　　月　　日　　　第　　　　　　号

	耐震改修に係る評価書
の交付年月日及び番号
	　　年　　月　　日　　　第　　　　　　号


６　設計者及び工事監理・施工予定者の概要

	設計者
	建築士登録番号
	　一級建築士　第　　　　　　　　号

	
	名前
	

	
	事務所名称
	

	
	事務所登録番号
	　　　　　　知事　登録　　　　第　　　　　　号

	
	事務所所在地
	

	
	電話番号
	

	工事監理予定者
	建築士登録番号
	　一級建築士　第　　　　　　　　号

	
	名前
	

	
	事務所名称
	

	
	事務所登録番号
	　　　　　　知事　登録　　　　第　　　　　　号

	
	事務所所在地
	

	
	電話番号
	

	工事施工予定者
	代表者名前
	

	
	営業所名
	

	
	建設業の許可
	

	
	所在地
	

	
	電話番号
	


（第二面・建替え）
５　補助対象建築物の概要

	建替え工事前
	建築物名称
	

	
	所在地（地名地番）
	

	
	建築物用途
※耐震改修促進法上の用途を記入
	

	
	構造・規模
	構造
	

	
	
	階数
	地上　　　階　　　地下　　　階

	
	
	延べ面積
	　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　㎡

	
	確認年月日
及び確認番号
	　　年　　月　　日　　　第　　　　　　号

	
	検査済証交付年月日
及び検査済証番号
	　　年　　月　　日　　　第　　　　　　号

	建替え工事後
	建築物用途
※耐震改修促進法上の用途を記入
	

	
	構造・規模
	構造
	

	
	
	階数
	

	
	
	延べ面積
	

	
	確認年月日
及び確認番号
	　　年　　月　　日　　　第　　　　　　号


６　設計者及び工事監理・施工予定者の概要

	設計者
	建築士登録番号
	　一級建築士　第　　　　　　　　号

	
	名前
	

	
	事務所名称
	

	
	事務所登録番号
	　　　　　　知事　登録　　　　第　　　　　　号

	
	事務所所在地
	

	
	電話番号
	

	工事監理予定者
	建築士登録番号
	　一級建築士　第　　　　　　　　号

	
	名前
	

	
	事務所名称
	

	
	事務所登録番号
	　　　　　　知事　登録　　　　第　　　　　　号

	
	事務所所在地
	

	
	電話番号
	

	工事施工予定者
	代表者名前
	

	
	営業所名
	

	
	建設業の許可
	

	
	所在地
	

	
	電話番号
	


（第二面・除却）
５　補助対象建築物の概要

	建築物名称
	

	所在地（地名地番）
	

	建築物用途
※耐震改修促進法上の用途を記入
	

	構造・規模
	構造
	

	
	階数
	地上　　　階　　　地下　　　階

	
	延べ面積
	　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　㎡

	確認年月日
及び確認番号
	　　年　　月　　日　　　第　　　　　　号

	検査済証交付年月日
及び検査済証番号
	　　年　　月　　日　　　第　　　　　　号

	耐震改修に係る評価書
の交付年月日及び番号
	　　年　　月　　日　　　第　　　　　　号


６　施工予定者の概要

	工事施工予定者
	代表者名前
	

	
	営業所名
	

	
	建設業の許可
	

	
	所在地
	

	
	電話番号
	


第三面

７　添付書類一覧表

	
	補助対象建築物に係る登記事項証明書その他所有者が確認できるもの

	
	補助対象建築物の所有者（区分所有されている補助対象建築物にあっては、全ての区分所有者）の市税完納証明書（滞納のない旨の証明書）

	
	補助対象建築物の管理を行う団体の総会の決議書等（区分所有されている補助対象建築物に限る。）

	
	申請者が課税事業者である旨の届出書（申請者が消費税及び地方消費税の課税事業者である場合に限る。）

	
	補助対象建築物に係る確認済証の写しその他当該補助対象建築物の建築年月日がわかるもの

	
	補助対象建築物に係る耐震診断の結果を示す書類

	
	補助対象建築物の付近見取図、配置図、各階平面図、立面図、断面図、床面積求積図（用途別床面積算定表を含む。）、 構造図、耐震改修を行う箇所を明示した図、現況外観写真等

	
	補助対象事業に要する費用の見積書又はその写し

	
	補修等を行う箇所及びその方法等を示した構造図並びに耐震改修の計画に係る評価書等の写し（耐震改修を行う場合に限る。）

	
	工事に係る実施設計図書（建替えを行う場合に限る。）

	
	除却範囲を示した図書（除却を行う場合に限る。）

	
	確認済証の写し又はこれに変わる認定通知書の写し（確認申請を要する工事を行う場合に限る。）

	
	補助対象事業の工程表

	
	その他市長が必要と認める書類


※　この申請書に添付した図書に○を付けてください。
備考　用紙の大きさは、日本産業規格Ａ列４番とする。
様式第２号（第８条関係）
第　　　　　　　号
　　年　　月　　日
　　　　　　　　　　様
廿日市市長　　　　　　　　　　eq \o\ac(□,印)
廿日市市広域緊急輸送道路沿道建築物耐震化事業補助金交付決定通知書
　　年　　月　　日付けで申請のあった廿日市市広域緊急輸送道路沿道建築物耐震化事業補助金について、次のとおり交付することに決定したので通知します。
１　交付決定額 　　     金　　　　　　　　　　円
２　建築物の所在地　
３　交付の条件
備考　用紙の大きさは、日本産業規格Ａ列４番とする。
様式第３号（第８条関係）
第　　　　　　　号
　　年　　月　　日
　　　　　　　　　　様
廿日市市長　　　　　　　　　　eq \o\ac(□,印)
廿日市市広域緊急輸送道路沿道建築物耐震化事業補助金不交付決定通知書
　　年　　月　　日付けで申請のあった廿日市市広域緊急輸送道路沿道建築物耐震化事業補助金について、次のとおり交付しないことに決定したので通知します。
１　建築物の所在地
２　交付しない理由
備考　用紙の大きさは、日本産業規格Ａ列４番とする。
様式第４号（第１０条関係）

　　　　年　　月　　日

廿日市市長　様

届出者　住　　所

名　　前　　　　　　　　　　　㊞

電話番号
　　廿日市市広域緊急輸送道路沿道建築物耐震化事業着手届

年　　月　　日付け第　　　号　により補助金の交付の決定を受けた補助対象事業について、別添のとおり契約し、着手しましたので、廿日市市広域緊急輸送道路沿道建築物耐震化事業補助金交付要綱第１０条の規定により届け出ます。
	工事監理者
	建築士登録番号
	　一級建築士　第　　　　　　　　号

	
	名前
	

	
	事務所名称
	

	
	事務所登録番号
	　　　　　　知事　登録　　　　第　　　　　　号

	
	事務所所在地
	

	
	電話番号
	

	工事施工者
	代表者名前
	

	
	営業所名
	

	
	建設業の許可
	

	
	所在地
	

	
	電話番号
	


※　工事監理者に関する欄は、補助対象事業が除却の場合は空白となります。
備考　用紙の大きさは、日本産業規格Ａ列４番とする。
様式第５号（第１１条関係）

年　　月　　日

廿日市市長　様

申請者　住　　所

名　　前　　　　　　　　　　　㊞

電話番号
廿日市市広域緊急輸送道路沿道建築物耐震化事業変更（中止・廃止）承認申請書
年　　月　　日付け　　第　　　号　　により補助金の交付の決定を受けた補助対象事業について、次のとおり変更（中止・廃止）したいので、廿日市市広域緊急輸送道路沿道建築物耐震化事業補助金交付要綱第１１条第１項の規定により、その承認を申請します。
１　補助事業の名称

　　廿日市市広域緊急輸送道路沿道建築物耐震化事業
２　変更等の種別

　　□事業の内容の変更

□予算の変更
	
	全体計画
	年度別計画

	
	
	　　　　年度
	　　　　年度
	　　　　年度

	Ａ
	補助対象事業に要する費用
	(　　　　　　　　円)
	(　　　　　円)
	(　　　　　円)
	(　　　　　円)

	
	
	
	
	
	

	Ｂ
	Ａの上限額
	(　　　　　　　　円)
	(　　　　　円)
	(　　　　　円)
	(　　　　　円)

	
	
	
	
	
	

	Ｃ
	Ａ又はＢの小さい方に11/15を乗じた額
	(　　　　　　　　円)
	(　　　　　円)
	(　　　　　円)
	(　　　　　円)

	
	
	
	
	
	

	Ｄ
	交付申請額
	(　　　　　　　　円)
	(　　　　　円)
	(　　　　　円)
	(　　　　　円)

	
	
	
	
	
	


□中止又は廃止

□事業の実施予定時期又は期間の変更

３　変更等の内容（中止又は廃止の際の現状）及びその理由

※　２の予算の変更の表は、当初の補助金交付申請書の３の表と同様に額を算定し、上段の（　）内に変更前の額を記入し、下段に変更後の額を記入してください。
備考　用紙の大きさは、日本産業規格Ａ列４番とする。
様式第６号（第１１条関係）
第　　　　　　号
　　年　　月　　日
　　　　　　　　　　様
廿日市市長　　　　　　　　　　eq \o\ac(□,印)
廿日市市広域緊急輸送道路沿道建築物耐震化事業変更（中止・廃止）承認通知書
　年　　月　　日付けで申請のあった廿日市市広域緊急輸送道路沿道建築物耐震化事業変更（中止・廃止）の承認については、次のとおり承認したので通知します。
１　建築物の所在地
２　承認の内容
３　承認の条件　
備考　用紙の大きさは、日本産業規格Ａ列４番とする。
様式第7号（第１２条関係）

年　　月　　日
廿日市市長　様

報告者　住　　所

名　　前　　　　　　　　　　　㊞

電話番号
　　廿日市市広域緊急輸送道路沿道建築物耐震化事業実績報告書
年　　月　　日付け第　　　号により補助金の交付の決定を受けた補助対象事業が完了したので、廿日市市広域緊急輸送道路沿道建築物耐震化事業補助金交付要綱第１２条第１項の規定により、関係書類を添えて次のとおり報告します。
１　補助事業の名称

　　廿日市市広域緊急輸送道路沿道建築物耐震化事業
２　補助対象事業の実施期間
　　　　　　年　　月　　日から　　　　年　　月　　日まで
３　補助金の交付決定額

　　　　　　　　　　　　　　円

４　決算状況

	収入
	支出

	自己資金
	円
	補助対象経費
	円

	市補助金受入予定額
	円
	補助対象外経費
	円

	合計
	円
	合計
	円


※収入の合計と支出の合計は同額となります。

５　添付書類一覧表
	
	補助対象事業の実施に要した経費に係る請求書の写し及び領収書の写し

	
	建築基準法第７条第５項又は第７条の２第５項の規定による検査済証の写し（検査済証の交付を受けている場合に限る。）

	
	補助対象事業実施前後の状況及び工事の状況等、補助対象事業の実施内容を写した写真

	
	補助対象建築物の事業実施報告書

	
	その他市長が必要と認める書類


※　この報告書に添付した図書に○を付けてください。
備考　用紙の大きさは、日本産業規格Ａ列４番とする。
様式第８号（第１３条関係）
　第　　　　　　　　　号
 　　年　　月　　日
　　　　　　　　　　様
廿日市市長　　　　　　　　　　eq \o\ac(□,印)
廿日市市広域緊急輸送道路沿道建築物耐震化事業補助金額確定通知書
　　　　　年　　月　　日付け第　　号で交付決定した廿日市市広域緊急輸送道路沿道建築物耐震化事業補助金について、次のとおり交付すべき補助金の額を確定したので通知します。
１　建築物の所在地
２　補助確定金額    　　金　　　　　　　　　　円
注　補助事業完了後において消費税及び地方消費税の申告により当該補助金に係る消費税等仕入控除税額が確定した場合には、消費税等仕入控除税額報告書により速やかに市長に報告するとともに、市長の返還命令を受けてこれを市に返還すること。
備考
１　不用の文字は、消すこと。
２　用紙の大きさは、日本産業規格Ａ列４番とする。
様式第９号（第１４条関係）
　　年　　月　　日
廿日市市長　様
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　申請者 　住　　所　　　　　　　　　　　　
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　氏　　名　　　　  　　　　　㊞
電話番号　　　　　　　　　
　　廿日市市広域緊急輸送道路沿道建築物耐震化事業補助金交付請求書
　　　年　　月　　日付け第　　号で交付決定を受けた廿日市市広域緊急輸送道路沿道建築物耐震化事業補助金交付請求書について、関係書類を添えて次のとおり請求します。
１　請 求 額　　　金　　　　　　　　　　円
２　添付書類
備考　用紙の大きさは、日本産業規格Ａ列４番とする。
様式第１０号（第１５条関係）
　第　　　　　　　　　号
 　　年　　月　　日
　　　　　　　　　　様
廿日市市長　　　　　　　　　　eq \o\ac(□,印)
廿日市市広域緊急輸送道路沿道建築物耐震化事業補助金交付決定（全部・一部）取消通知書
　　年　　月　　日付け第　　号で交付決定した廿日市市広域緊急輸送道路沿道建築物耐震化事業補助金について、次のとおり決定の（全部・一部）を取り消したので通知します。
１　交付決定額　　　　　金　　　　　　　　　　円
２　取消額　　　　　　　金　　　　　　　　　　円
３　建築物の所在地　
４　取消しをする理由
備考
１　不用の文字は、消すこと。
２　用紙の大きさは、日本産業規格Ａ列４番とする。
様式第１１号（第１６条関係）
　第　　　　　　　　　号
 　　年　　月　　日
　　　　　　　　　　様
廿日市市長　　　　　　　　　　eq \o\ac(□,印)
廿日市市広域緊急輸送道路沿道建築物耐震化事業補助金返還命令書
　　年　　月　　日付け第　　号で補助金の額を確定した事業の補助金について、次のとおり補助金の返還を命ずる。
１　返還金額　　　　　　金　　　　　　　　　　円
２　返還期日　　　　　　　　　　　年　　月　　日
３　建築物の所在地
４　返還を命じる理由
５　返還方法
備考　用紙の大きさは、日本産業規格Ａ列４番とする。
様式第１２号（第１７条関係）
　　年　　月　　日
廿日市市長　様
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　申請者 　住　　所　　　　　　　　　　　　
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　氏　　名　　　　  　　　　　㊞
電話番号　　　
廿日市市広域緊急輸送道路沿道建築物耐震化事業補助金消費税等仕入控除税額報告書
　　　年　　月　　日付け第　　号で交付決定を受けた廿日市市広域緊急輸送道路沿道建築物耐震化事業補助金に係る消費税等仕入控除税額が確定したので、関係書類を添えて次のとおり報告します。
１　補助金の額の確定額　　金　　　　　　円
　（補助金の額の確定前に報告する場合は、補助金の交付決定額）
２　補助金の額の確定時に減額した消費税等仕入控除税額　　金　　　　　円
　（補助金の額の確定前に報告する場合は、補助金の交付申請時に減額した消費税等仕入控除税額）
３　消費税及び地方消費税の申告により確定した補助金に係る消費　金　　　　　円
（税等仕入控除税額）
４　添付書類　
備考　用紙の大きさは、日本産業規格Ａ列４番とする。
様式第１３号（第１８条関係）
（表）
　　年　　月　　日　
　廿日市市長　　　　　　　様
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　申請者 　住　　所
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　氏　　名　　　　  　　　　　㊞
電話番号　　　
　
廿日市市広域緊急輸送道路沿道建築物耐震化事業全体設計承認申請書
廿日市市広域緊急輸送道路沿道建築物耐震化事業補助金要綱の適用を受けて補助事業を実施したいので、同要綱第１８条第１項の規定により、関係図書を添えて提出します。
１　補助事業の区分　□耐震改修工事　□建替え工事　□除却工事
２　事業工程
（事業着手予定年月日）　　　　　年　　月　　日
（事業完了予定年月日）　　　　　年　　月　　日
３　交付申請予定額
	
	全体計画
	年度別計画

	
	
	　　　　年度
	　　　　年度
	　　　　年度

	Ａ
	補助対象事業に要する費用
	円
	円
	円
	円

	Ｂ
	Ａの上限額
	円
	円
	円
	円

	Ｃ
	Ａ又はＢの小さい方に11/15を乗じた額
	円
	円
	円
	円

	Ｄ
	交付申請額
	円
	円
	円
	円


（裏）
３　建築物及び敷地に関する事項
	建築物の名称
	

	主要用途
	

	所在地
	（住居表示）
（地番表示）

	所有者
	（住　　所）
（氏　　名）

	耐震補強設計者
	（住　　所）
（氏　　名）
（電話番号）

	敷地面積
	　　　　　　　　　㎡
	道路幅員
	　　　　　　　　　　ｍ

	用途地域
	
	
	

	延床面積
	　　　　　　　　　㎡

	補助対象
床面積
	　　　　　　　　　㎡
（うち耐震改修促進法附則第３条の対象となる用途部分の床面積の合計　　　　　　　 ㎡）

	用途別
床面積
	
	
	

	
	　　　　　　　　　㎡
	　　　　　　　　　㎡
	　　　　　　　　㎡

	建築面積
	　　　　　　　　　㎡
	階　数
	地上　階・地下　階

	構　造
	造　一部　　　　　　造

	建築確認
	新築　　　年　　月　　日
　　　　　第　　　　　号
	増築等　　　年　　月　　日
　　　　　　第　　　　　号

	検査済証
	新築　　　年　　月　　日
　　　　　第　　　　　号
	増築等　　　年　　月　　日
　　　　　　第　　　　　号


４　添付書類
(1) 年度別事業計画書
(2) 年度ごとの工程が確認できる書類
(3) 年度ごとの出来高及び資金計画が確認できる書類
(4) 年度ごとの工事内容が確認できる書類
(5) 関係図面（附近見取図、配置図、平面図、求積図（用途別床面積算定表を含む）、立面図、断面図、耐震改修を行う箇所を明示した図）及び現況写真
(6)その他市長が必要と認める書類
備考　用紙の大きさは、日本産業規格Ａ列４番とする。
様式第１４号（第１８条関係）
第　　　　　　　　　号
　　年　　月　　日
　　　　　　　　　　様
廿日市市長　　　　　　　　　　eq \o\ac(□,印)
廿日市市広域緊急輸送道路沿道建築物耐震化事業補助金全体設計承認通知書
　　年　　月　　日付けで申請のあった廿日市市広域緊急輸送道路沿道建築物耐震化事業全体設計について、次のとおり承認したので通知します。
１　建築物の名称　　　　　　　　　
２　大規模建築物の所在地　
３　事業工程
（事業着手予定年月日）　　　　　　　　　年　　月　　日
（事業完了予定年月日）　　　　　　　　　年　　月　　日
４　承認の条件
(1)　全体設計の内容を変更し、中止し、又は廃止しようとするときは、あらかじめ市長の承認を受けること。
(2)　全体設計が予定の期間内に完了しないとき、又は全体設計の遂行が困難となったときは、遅滞なく市長に報告してその指示を受けること。
５　交付申請予定額
	
	全体計画
	年度別計画

	
	
	　　　　年度
	　　　　年度
	　　　　年度

	Ａ
	補助対象事業に要する費用
	円
	円
	円
	円

	Ｂ
	Ａの上限額
	円
	円
	円
	円

	Ｃ
	Ａ又はＢの小さい方に11/15を乗じた額
	円
	円
	円
	円

	Ｄ
	交付申請額
	円
	円
	円
	円


備考　用紙の大きさは、日本産業規格Ａ列４番とする。
様式第１５号（第１８条関係）
第　　　　　　　　　号
　　年　　月　　日
　　　　　　　　　　様
廿日市市長　　　　　　　　　　eq \o\ac(□,印)
廿日市市広域緊急輸送道路沿道建築物耐震化事業全体設計不承認通知書
　　年　　月　　日付けで申請のあった廿日市市広域緊急輸送道路沿道建築物耐震化事業全体設計申請について、次のとおり承認しないことに決定したので通知します。
１　建築物の所在地
２　承認しない理由
備考　用紙の大きさは、日本産業規格Ａ列４番とする。
様式第１６号（第１８条関係）
　　年　　月　　日
廿日市市長　様
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　申請者 　住　　所　　　　　　　　　　　　
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　氏　　名　　　　  　　　　　㊞
電話番号　　　　　　　
廿日市市広域緊急輸送道路沿道建築物耐震化事業全体設計変更（中止・廃止）承認申請書
年　　月　　日付け第　　号の交付決定通知に係る事業の変更（中止・廃止）をしたいので、次のとおりその承認を申請します。
１　建築物の所在地
２　変更（中止・廃止）の理由
３　変更（中止・廃止）の内容
備考
１　不用の文字は、消すこと。
２　用紙の大きさは、日本産業規格Ａ列４番とする。
様式第１７号（第１８条関係）
第　　　　　　　　号
　　年　　月　　日
　　　　　　　　　　様
廿日市市長　　　　　　　　　　eq \o\ac(□,印)
廿日市市広域緊急輸送道路沿道建築物耐震化事業全体設計変更（中止・廃止）承認通知書
　年　　月　　日付けで申請のあった廿日市市広域緊急輸送道路沿道建築物耐震化事業変更（中止・廃止）の承認については、次のとおり承認したので通知します。
１　建築物の所在地
２　承認の内容
３　承認の条件　
備考　用紙の大きさは、日本産業規格Ａ列４番とする。
